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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

 
2019年度第３四半期

連結累計期間
2020年度第３四半期

連結累計期間
2019年度

 
(自2019年４月１日
 至2019年12月31日)

(自2020年４月１日
 至2020年12月31日)

(自2019年４月１日
 至2020年３月31日)

経常収益 百万円 31,961 29,271 42,461

経常利益 百万円 3,135 3,454 4,432

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 1,220 1,856 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 ― ― 1,822

四半期包括利益 百万円 2,619 11,083 ―

包括利益 百万円 ― ― △8,790

純資産額 百万円 171,087 170,235 159,677

総資産額 百万円 2,978,381 3,273,832 2,924,722

１株当たり四半期純利益 円 11.69 17.79 ―

１株当たり当期純利益 円 ― ― 17.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 11.66 17.71 ―

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

円 ― ― 17.41

自己資本比率 ％ 5.55 5.08 5.26
 

 

 
2019年度第３四半期

連結会計期間
2020年度第３四半期

連結会計期間

 
(自2019年10月１日
 至2019年12月31日)

(自2020年10月１日
 至2020年12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 3.44 9.57
 

(注) １  当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分)

を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

２ 【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当行グループ(当行及び当行の関係会社)が営む事業の内容については、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年12月31日）の業績は次のとおりとなりました。

経常収益は、国債等債券売却益の減少等により前年同期比26億90百万円減少し292億71百万円となりました。また経

常費用は、不良債権処理費用の減少等により前年同期比30億９百万円減少し258億17百万円となりました。　　

この結果、経常利益は34億54百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は18億56百万円となりました。

 
 セグメントごとの業績は、次のとおりとなりました。

　「銀行業」の経常収益は、対前年同期比37億61百万円減少の267億79百万円、セグメント利益は対前年同期比11百万

円減少の28億39百万円となりました。

　「金融商品取引業」の経常収益は、対前年同期比６億24百万円増加の16億66百万円、セグメント利益は対前年同期

比３億55百万円増加の４億22百万円となりました。

　報告セグメントに含まれない「その他」には、連結子会社におけるリース業、カード業等の収益を含んでおります

が、その経常収益は前年同期比83百万円減少の17億82百万円、セグメント利益は対前年同期比８百万円減少の２億10

百万円となりました。

なお、前第３四半期連結累計期間においては報告セグメントが「銀行業」のみであり、「銀行業」以外のセグメン

トの重要性が乏しいため、セグメントごとの業績記載を省略しておりましたが、「金融商品取引業」について経常利

益がすべてのセグメントの経常利益の10％以上となったため、第２四半期連結会計期間より報告セグメントを「銀行

業」と「金融商品取引業」に変更しており、当第３四半期連結累計期間との比較・分析は、変更後の区分に基づいて

おります。

 
当第３四半期連結会計期間末の資産は、貸出金の増加等により前連結会計年度末比3,491億円増加し、３兆2,738億

円となりました。負債は、預金の増加等により前連結会計年度末比3,385億円増加し、３兆1,035億円となりました。

また純資産は、その他有価証券評価差額金の増加等により前連結会計年度末比105億円増加の1,702億円となりまし

た。　

なお、主要勘定の状況は次のとおりとなりました。

○ 預金

個人預金の増加等により、預金残高は前連結会計年度末比2,305億円増加し２兆9,399億円となりました。　

○ 貸出金

個人・中小企業向け貸出の増加等により、貸出金残高は前連結会計年度末比317億円増加し１兆9,798億円となり

ました。　

○ 有価証券

有価証券残高は前連結会計年度末比573億円増加し5,867億円となりました。

　

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大の状況が長期化しておりますが、当該感染症へのワクチン接種が国

内でも開始される状況にあることを踏まえたうえで、当行グループでは従来の想定を一部変更し、感染拡大状況の緩

やかな収束と、経済の緩やかな回復の想定時期を、翌連結会計年度中としております。当該想定の範囲内で貸出金等

の信用リスクに影響があるとの仮定に基づき債務者区分の判定をしております。

また、特定の貸出先において、将来の財務状況に重要な影響を及ぼす可能性が認められることから、当該影響を見

積り、予想損失率の必要な修正を行い、貸倒引当金を追加計上しております。（第４「経理の状況」における（追加

情報）に記載）
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①  国内・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は195億円、役務取引等収支は30億円、その他業務収支は８億円とな

りました。

このうち、国内業務部門の資金運用収支は195億円、役務取引等収支は30億円、その他業務収支は８億円となり

ました。また、国際業務部門の資金運用収支は0.5億円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 20,173 152 20,325

当第３四半期連結累計期間 19,513 59 19,572

  うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 20,533 179

6
20,706

当第３四半期連結累計期間 19,834 67
3

19,897

  うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 360 26

6
381

当第３四半期連結累計期間 321 7
3

325

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 3,015 4 3,019

当第３四半期連結累計期間 3,062 3 3,065

  うち役務取引等
  収益

前第３四半期連結累計期間 5,538 8 5,546

当第３四半期連結累計期間 5,662 6 5,669

  うち役務取引等
  費用

前第３四半期連結累計期間 2,522 3 2,526

当第３四半期連結累計期間 2,600 3 2,603

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 2,763 23 2,787

当第３四半期連結累計期間 871 14 885

  うちその他業務
  収益

前第３四半期連結累計期間 3,433 23 3,457

当第３四半期連結累計期間 1,132 14 1,146

  うちその他業務
  費用

前第３四半期連結累計期間 670 ― 670

当第３四半期連結累計期間 261 ― 261
 

(注) １  「国内業務部門」とは当行の円建取引及び連結子会社、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２  資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息(外書き)であります。
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②  国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は56億円、役務取引等費用は26億円となりました。

このうち、国内業務部門の役務取引等収益は56億円、役務取引等費用は26億円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,538 8 5,546

当第３四半期連結累計期間 5,662 6 5,669

  うち預金・貸出
  業務

前第３四半期連結累計期間 1,344 ― 1,344

当第３四半期連結累計期間 1,362 ― 1,362

  うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,303 7 1,310

当第３四半期連結累計期間 1,284 6 1,291

  うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 63 ― 63

当第３四半期連結累計期間 63 ― 63

  うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 860 ― 860

当第３四半期連結累計期間 856 ― 856

  うち保護預り・
  貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 13 ― 13

当第３四半期連結累計期間 9 ― 9

  うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 50 0 50

当第３四半期連結累計期間 67 0 67

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 2,522 3 2,526

当第３四半期連結累計期間 2,600 3 2,603

  うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 254 3 258

当第３四半期連結累計期間 249 3 253
 

(注) 「国内業務部門」とは当行の円建取引及び連結子会社、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。

 ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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③  国内・国際業務部門別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,750,415 5,451 2,755,867

当第３四半期連結会計期間 2,934,289 5,654 2,939,944

  うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,705,835 ― 1,705,835

当第３四半期連結会計期間 1,933,363 ― 1,933,363

  うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,035,013 ― 1,035,013

当第３四半期連結会計期間 996,613 ― 996,613

  うちその他
前第３四半期連結会計期間 9,565 5,451 15,017

当第３四半期連結会計期間 4,312 5,654 9,967

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 29,580 ― 29,580

当第３四半期連結会計期間 23,988 ― 23,988

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,779,995 5,451 2,785,447

当第３四半期連結会計期間 2,958,278 5,654 2,963,933
 

(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２  定期性預金＝定期預金＋定期積金

３  「国内業務部門」とは当行の円建取引、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。ただし、円建

対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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④  国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,961,601 100.00 1,979,877 100.00

  製造業 157,511 8.03 154,966 7.83

  農業，林業 7,954 0.40 7,861 0.40

  漁業 768 0.04 761 0.04

  鉱業，採石業，砂利採取業 2,716 0.14 2,425 0.12

  建設業 85,736 4.37 93,890 4.74

  電気・ガス・熱供給・水道業 34,417 1.75 33,671 1.70

  情報通信業 11,771 0.60 12,173 0.62

  運輸業，郵便業 68,627 3.50 67,926 3.43

  卸売業，小売業 158,084 8.06 158,537 8.01

  金融業，保険業 55,228 2.82 49,357 2.49

  不動産業，物品賃貸業 307,902 15.70 307,167 15.51

  各種サービス業 186,290 9.50 206,732 10.44

  地方公共団体 253,325 12.91 241,339 12.19

  その他 631,266 32.18 643,067 32.48

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

  政府等 ― ― ― ―

  金融機関 ― ― ― ―

  その他 ― ― ― ―

合計 1,961,601 ― 1,979,877 ―
 

(注) 「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 212,000,000

計 212,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 109,608,000 109,608,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 109,608,000 109,608,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年12月31日 ― 109,608 ― 27,408 ― 26,150
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―普通株式
5,229,300

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,043,032 ―
104,303,200

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
75,500

発行済株式総数 109,608,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,043,032 ―
 

(注) １ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が12千株含まれてお

ります。

   また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が120個含まれております。

２ 上記の「単元未満株式」の欄の普通株式には当行所有の自己株式15株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2020年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社栃木銀行

栃木県宇都宮市
西２丁目１番18号

5,229,300 ― 5,229,300 4.77

計 ― 5,229,300 ― 5,229,300 4.77
 

(注) 株主名簿上は当行名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)あります。

 なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含めております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自2020年10月１日  至2020

年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自2020年４月１日  至2020年12月31日)に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 383,947 647,088

 コールローン及び買入手形 3,696 4,504

 商品有価証券 133 53

 金銭の信託 1,415 1,183

 有価証券 529,368 586,730

 貸出金 ※1  1,948,143 ※1  1,979,877

 外国為替 2,422 1,645

 その他資産 34,584 37,413

 有形固定資産 22,241 21,836

 無形固定資産 524 441

 繰延税金資産 8,068 3,817

 支払承諾見返 3,236 3,239

 貸倒引当金 △13,062 △13,999

 資産の部合計 2,924,722 3,273,832

負債の部   

 預金 2,709,404 2,939,944

 譲渡性預金 26,482 23,988

 借用金 2,959 120,413

 外国為替 30 47

 その他負債 18,451 12,574

 賞与引当金 888 295

 役員賞与引当金 26 19

 退職給付に係る負債 2,007 1,531

 睡眠預金払戻損失引当金 276 271

 偶発損失引当金 222 224

 特別法上の引当金 5 6

 再評価に係る繰延税金負債 1,052 1,039

 支払承諾 3,236 3,239

 負債の部合計 2,765,045 3,103,596

純資産の部   

 資本金 27,408 27,408

 資本剰余金 26,235 28,370

 利益剰余金 112,012 113,341

 自己株式 △2,346 △2,346

 株主資本合計 163,310 166,773

 その他有価証券評価差額金 △7,188 1,609

 土地再評価差額金 △892 △885

 退職給付に係る調整累計額 △1,388 △1,173

 その他の包括利益累計額合計 △9,468 △450

 新株予約権 107 132

 非支配株主持分 5,727 3,778

 純資産の部合計 159,677 170,235

負債及び純資産の部合計 2,924,722 3,273,832
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

経常収益 31,961 29,271

 資金運用収益 20,706 19,897

  （うち貸出金利息） 15,645 15,746

  （うち有価証券利息配当金） 4,757 3,857

 役務取引等収益 5,546 5,669

 その他業務収益 3,457 1,146

 その他経常収益 ※1  2,250 ※1  2,557

経常費用 28,826 25,817

 資金調達費用 381 325

  （うち預金利息） 354 298

 役務取引等費用 2,526 2,603

 その他業務費用 670 261

 営業経費 18,866 18,837

 その他経常費用 ※2  6,382 ※2  3,789

経常利益 3,135 3,454

特別利益 14 67

 固定資産処分益 14 67

 金融商品取引責任準備金取崩額 0 －

特別損失 213 176

 固定資産処分損 9 35

 金融商品取引責任準備金繰入額 － 0

 減損損失 ※3  203 ※3  139

税金等調整前四半期純利益 2,935 3,346

法人税、住民税及び事業税 1,427 1,004

法人税等調整額 137 278

法人税等合計 1,564 1,283

四半期純利益 1,371 2,063

非支配株主に帰属する四半期純利益 151 206

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,220 1,856
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純利益 1,371 2,063

その他の包括利益 1,248 9,020

 その他有価証券評価差額金 1,183 8,805

 退職給付に係る調整額 64 214

四半期包括利益 2,619 11,083

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,464 10,868

 非支配株主に係る四半期包括利益 155 214
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【注記事項】

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大に伴う影響は、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間以降、緩や

かに収束するものと想定しておりましたが、依然として感染は拡大している状況にあります。

このように状況は長期化しつつあるも、当該感染症へのワクチン接種が国内でも開始される状況にあることを踏ま

えたうえで、従来の想定を一部変更し、感染拡大状況の緩やかな収束と、経済の緩やかな回復の想定時期を、翌連結

会計年度中としております。

当該想定の範囲内で、貸出先によってその程度は異なるものの、貸出金等の信用リスクに影響があるとの仮定に基

づいて、債務者区分を判定し貸倒引当金を計上しております。

また、特定の貸出先において、将来の財務状況に重要な影響を及ぼす可能性が認められることから、当該影響を見

積り、予想損失率の必要な修正を行い、貸倒引当金を追加計上しております。

なお、当該感染症の広がり方や収束時期、特定の貸出先に対する影響等に関しては、参考となる前例や統一的な見

解がないため、一定の仮定を置いたうえで入手可能な外部情報に基づき、最善の見積りを行っておりますが、仮定の

前提となる状況が変化した場合には、当連結会計年度の第４四半期連結会計期間以降において貸倒引当金は増減する

可能性があります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

破綻先債権額 414百万円 315百万円

延滞債権額 43,898百万円 44,548百万円

３ヵ月以上延滞債権額 56百万円 16百万円

貸出条件緩和債権額 685百万円 791百万円

合計額 45,055百万円 45,671百万円
 

     なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

償却債権取立益 260百万円 112百万円

株式等売却益 262百万円 71百万円
 

 

※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

貸倒引当金繰入額 2,469百万円 1,115百万円

貸出金償却 942百万円 729百万円

株式等売却損 1,335百万円 154百万円

株式等償却 130百万円 289百万円
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※３　減損損失

当行グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

 　（グルーピングの方法）

営業用店舗は原則として営業店単位で、遊休資産は各々個別に１単位としてグルーピングを行っております。

また、本部、研修所、寮社宅、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用

資産としております。

　　（減損損失を認識した資産または資産グループ）

地域 主な用途 種類 減損損失

栃木県内 営業用店舗　１カ所 土地・建物 96百万円

埼玉県内 　　寮　　　１カ所 土地・建物 107百万円

 合計  ―  ― 203百万円
 

 

　　（減損損失の認識に至った経緯）

店舗移転及び寮の売却方針の決定により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額203百万円を減損損

失として特別損失に計上しております。

　　（回収可能価額）

回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、路線価等を基準に土地の形状等に

応じた価額の調整を行い評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。

 
当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

 　（グルーピングの方法）

営業用店舗は原則として営業店単位で、遊休資産は各々個別に１単位としてグルーピングを行っております。

また、本部、研修所、寮社宅、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用

資産としております。

　　（減損損失を認識した資産または資産グループ）

地域 主な用途 種類 減損損失

栃木県内
営業用店舗 ３カ所
   寮 　　１カ所

土地・建物 139百万円

 合計  ―  ― 139百万円
 

 

　　（減損損失の認識に至った経緯）

店舗統廃合及び寮の売却方針の決定により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額139百万円を減損

損失として特別損失に計上しております。

　　（回収可能価額）

回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、路線価等を基準に土地の形状等に

応じた価額の調整を行い評価した額から処分費用見込額を控除して算定しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

減価償却費 1,160百万円 923百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１ 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
 定時株主総会

普通株式 312 3.0 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

2019年11月７日
 取締役会

普通株式 260 2.5 2019年９月30日 2019年12月10日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１ 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
 定時株主総会

普通株式 260 2.5 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

2020年11月10日
 取締役会

普通株式 260 2.5 2020年９月30日 2020年12月10日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

　１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

 その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業

金融商品
取引業

計

経常収益        

外部顧客に対する経常収益 30,315 1,042 31,357 603 31,961 ― 31,961

セグメント間の内部経常収益 225 ― 225 1,262 1,487 △1,487 ―

計 30,540 1,042 31,583 1,866 33,449 △1,487 31,961

セグメント利益 2,851 66 2,917 219 3,136 △1 3,135
 

 (注)１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

　　　２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業及びカード業等であり

ます。

　　　３ セグメント利益の調整額△１百万円は、すべてセグメント間取引消去によるものであります。

　　　４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

　　「銀行業」において、営業用店舗及び寮について減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては203百万円であります。

 
 （のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 
 （重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

　１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

 その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業

金融商品
取引業

計

経常収益        

外部顧客に対する経常収益 26,491 1,666 28,158 1,113 29,271 ― 29,271

セグメント間の内部経常収益 287 0 288 669 957 △957 ―

計 26,779 1,666 28,446 1,782 30,228 △957 29,271

セグメント利益 2,839 422 3,261 210 3,472 △17 3,454
 

 (注)１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

　　　２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業及びカード業等であり

ます。

　　　３　セグメント利益の調整額△17百万円は、すべてセグメント間取引消去によるものであります。

　　　４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

　　「銀行業」において、営業用店舗及び寮について減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては139百万円であります。

 
 （のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 
 （重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

当行グループは、前第３四半期連結累計期間においては報告セグメントが「銀行業」のみであり、当行グループの

業績における「その他」の重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しておりましたが、「金融商品取引

業」について量的な重要性が増したため、報告セグメントを「銀行業」及び「金融商品取引業」に変更しておりま

す。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報等については、変更後の区分により作成したものを記載してお

ります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

（１）１株当たり四半期純利益 円 11.69 17.79

 (算定上の基礎)    

　親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 1,220 1,856

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属
　する四半期純利益

百万円 1,220 1,856

　普通株式の期中平均株式数 千株 104,353 104,378

（２）潜在株式調整後１株当たり
　　　四半期純利益

円 11.66 17.71

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益
調整額

百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 329 469

うち新株予約権 千株 329 469

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり四半期純利益の算定
に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったもの
の概要

 ― ―

 

 
 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

中間配当

2020年11月10日開催の取締役会において、第118期の中間配当につき次のとおり決議しました。

 

中間配当金額 260百万円

１株当たりの中間配当金 ２円50銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2021年１月29日
 

株式会社   栃   木   銀   行

取     締     役     会  御中
 

 

有限責任監査法人  ト  ー  マ  ツ 
東　京　事　務　所  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 津　　曲 　　秀 一 郎 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野　　坂　　 京　 子 ㊞

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社栃木銀

行の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社栃木銀行及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
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て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。　

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 
 

(注)１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社　栃木銀行(E03639)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

